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TheR怠viewof Agricultural Economics 

北海道における農業農村整備事業の
地域間投資格差に関する計量分析

高橋信也・伊藤寛幸・山本康貴・北倉公彦

An Analysis of the Differences in Regional Investment Policies Concerning the 
Improvement of Agricultural Infrastructure and Rural Development in Hokkaido 

Shinya TAKAHASHI， Hiroyuki 1τ'0， Yasutaka YAMAMOTO， and Tadahiko KITAKURA 

Summary 

τ'he purpose of this paper is to look at the differences in regional investment policies concerned 
with the improvement of the agricultural in合astructureas well as rural development projects within 

the province of Hokkaido. This paper decomposes the Gini coe伍cientas the measure used in regional 

investment differentials ofthe Agricultural In企astructureImprovement and Rural Development Pro-

ject. From the study it can be concluded that : 1. The differences in regional investment polices are 

becoming smaller and smaller when dealing with such things as the improvement of the agricultural 

in仕astructureand rural development. 2. The investment policies concerned with the Integrated Up-

land Field Improvement Project， the Grassland Development Project and the Agriculture Land Con-

servation Project are expanding. Whil巴theFarm Road Improvement Project and the Rural Improve-

ment Project are decreasing. 3. The significance ofthe Agricultural In仕astructureImprovement and 

Rural Development Project range from such diverse areas as rice cultivation to the livestock industry. 

1.課題

(1)研究目的

公共投資による農業生産基盤や農村生活基盤の

整備は，農業をとりまく状況の変化により， 1960 

年に国費の支出費目が「食糧増産対策費jから

「農業基盤整備費」に改称され，また，1991年に

は農村環境の保全など事業内容の変更などを伴い，

「農業農村整備事業費」に国費の支出費目の名称

が改められている。事業内容も，近年では，食料

増産のため，生産性を直接向上させる事業から，

安定的な食料供給や農村の生活環境の整備などに

貢献する事業への転換がみられる。

こうした生産基盤整備の重視から生活環境整備

の重視への変化の中で，農業農村整備事業の持つ

効果を多面的に計測する研究も行われるように

なってきた(笹木・佐藤・岩本・出村[10])。し
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かし，北海道において過去，どの地域に，どのよ

うな事業がなされたかに関する研究は，詳細な地

域別事業別データの入手困難性などから十分にな

されていない。

本論文の目的は，北海道における農業農村整備

事業の地域間投資格差を分析することにある。具

体的には，地域間において，どのように事業費が

使われたかという点に注目し，ジニ係数を要因分

解することによって分析を試みる(註 1)。

具体的手順は次のとおりである。①農業農村整

備事業の各事業概要について述べる。 cb分析方法
およびデータについて述べる。③ジニ係数による

分析結果を提示する。④ジニ係数を要因分解分析

する。⑤最後に，結論を述べる。

(2) 既存の研究成果

農業農村整備分野でジニ係数を用いた研究とし

て長南 [8]がある。長南 [8]は，北海道の土
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表1 農業農村整備事業の事業主体別事業区分

I 農業生産基盤整備事業 E 農村整備事業 ill.農地等保

区分
全管理事業

①かんがい ②畑地帯総合 ③ほ場整備 ④農地開発 ⑤草地開発 ⑥農道整備 ⑦農村整備 ③農地等保全

排水事業 整備事業 事業 事業 事業 事業 関係事業 管理事業

営事業国

かんがい排水 畑地帝総合土 農用地再編開 総合農地防災
事業 地改良パイ 発事業 事業

ロット事業
農用地保全事
業

かんがい排水 畑地帯総合農 ほ場整備事業 農道整備事業 農村総合整備 農用地保全事
事業 地整備事業 事業 業

事助業補

土地改良総合
整備事業 農業集落排水

事業

中山間地域総
合整備事業

農用地等緊急 畜産基地建設 農用地総合整

草案附
保全整備事業 事業 備事業

広域農業開発
事業

一(註1)事業名は，北海道開発局[3]，北倉[5]をもとに，筆者らが簡略化したものである。
(註2)空欄は，対応する事業がないことを意味する。

功組合成立期による，かんがい排水の受益面積と

組合員数とのジニ係数を計測し，土功組合内部で

組合員一人あたりの受益商積が均等化しているこ

とを実証している。

また，久保・北倉[6 ]は，北海道総合開発計

画に合わせて時期区分し，各期の農業基盤整備事

業費と農業粗生産額，耕地面積，基幹的農業従事

者数とのジニ係数が小さくなり，地域間投資格差

が縮小傾向にある点を実証している。しかし，久

保・北倉 [6]は，地域間で投資格差が縮小する

要因について言及はしているものの，縮小要因に

ついて明示的な分析には至っていない。さらに

久保・北倉[6 ]で用いられたデータは1987年ま

でで，農業基盤整備事業費を一括した扱いに留

まっている。そこで本論文では，できるだけ最近

の動向をみるために，入手可能な直近 (1995年)

までの事業区分ごとの細目データを用いて，ジニ

係数を要因分解し，地域間投資格差の要因につい

ても明示的に分析する。

2.農業農村整備事業の概要

具体的な事業の名称と各事業主体は，以下の1.

-ill.のとおりである(表 1)。

I.農業生産基盤整備事業
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① かんがい排水事業

ダム，頭首工，揚排水機場，幹線用排水路など

の基幹的な農業用用排水施設の整備を行う事業。

②畑地帯総合整備事業

畑地帯において，農業用用排水施設の新設・改

良，客土，暗渠排水，農道の整備，農用地の造成，

区画整理，農地保全のための工事，営農用水施設

の新設・改良，生産・集落環境整備などを総合的

に行う事業。

③ほ場整備事業

水田を対象に，区画形質の変更および農地の集

団化を中心に，ほ場条件を総合的に整備する事業。

④農地開発事業

農地の開発，整備を行う事業。

⑤草地開発事業

個人草地および公共草地を造成し，または改良

する事業。

II.農村整備事業

①農道整備事業

農産物輸送の高速化・合理化，大型化する農業

用機械の円滑な移動などに対応するとともに，農

村住民の利便性の向上など農村地域の振興を図る

事業。

②農村整備関係事業
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(註 1)1995= 1とした支出済費用換算係数で実質化した事業費。

(註2)国営とは国の直轄事業，補助とは国の補助の下で道，団体の事業として実施した事業，公団営とは水資源開公団や農用
地整備公団なと各種公団が実施した事業。
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図3 事業主体別農業農村整備事業費シェア

(註 1)1995= 1とした支出済費用換算係数で実質化した事業費。
(註2)国営とは国の直轄事業，補助とは国の補助の下で道，団体の事業として実施した事業，公団営とは水資源開公団や農用

地整備公団など各種公団が実施した事業。

カT増えているともいわれている。

また，事業主体は，国営事業(国の直轄事業).

補助事業(国の補助を受けて北海道，市町村など

が行う事業).公団営事業(農用地整備公団や水

資源開発公固などの各種公団の行う事業)の3つ

に分類することができる。

図1は，北海道における農業農村整備事業費

(1963年から1995年)の推移を示したものである

(註2)01974年.1984年， 1991年と事業費が低

下し底となっている。 1973年はオイル・ショッ

ク.1983年は円高不況， 1991年はバブル経済が崩

壊した1990年代不況であり，景気と事業費に関連

がみられる。

図2は事業主体別事業費，図3はその事業シェ

アを示したものである O 国営事業と補助事業は，

ほぼパラレル推移している。また，公団営事業

は.1974年から1983年に事業費が多い。これは，

根室区域で実施された土地基盤整備，施設機械整

備，交換分合を含む根室公団事業の影響が主因と

推察される。

3.分析方法とデータ
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農村公園，集会施設，営農飲雑用水など，農村

生活環境を総合的に整備する事業。

III.農地等保全管理事業

①農地等保全管理事業

農用地，農業用施設の災害を未然に防止すると

ともに，農用地や農業用施設を適正に管理する事

業。

以上，大別して3事業区分，細分化して8事業

区分の事業種に分類することができる。

農業生産基盤整備事業の中でも，畑地帯総合整

備事業，ほ場整備事業は，客土などの受益者負担

を伴う工種と，付帯する農道などの受益者負担を

伴わない工程によって構成されている。畑地帯総

合整備事業に注目すると，道営畑地帯総合整備が

始まった当初は，それまで，別々に行っていた農

業用用排水や客土，区画整理など主に生産基盤の

整備を総合的に行うことが目的であったが，年々，

事業内容は拡充され，現在では，農地保全などの

事業を含んでいる。また，堆肥盤の設置や農作業

準備休憩施設の建設など，事業内容が多様になっ

ている。かんがい排水事業では，ダムが完成する

以前に建設された用排水路が老朽化し，更新事業
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(1) 分析方法

農業農村整備事業の地域間投資格差の尺度とし

て，本論文ではジニ係数を用いる(註3)。ジニ

係数は，人的所得分配分析などの不平等度として

用いられている(高山 [ll])。ジニ係数Gは次の

(1)式である。

G = 1-2 ~ 的/n; 仇= ~ Yk/(nμ) …・・・(1)

ただし，

n 地域

i == 1 k == 1 

九三0:事業費

Y = (Yl， )'2， … " Yn)， Yl 壬)'2壬…・・・壬Yn: 

事業費分布ベクトル

μ:平均事業費

。累積事業費比率

つまり，ジニ係数はローレンツ曲線と45度対角

線に固まれた部分の面積の2倍となり，下半分の

三角形に占める部分の面積割合として求められるO

縦軸に各地域の事業費の累積分布をとり横軸に基

幹的農業従事者数の累積分布をとるとしよう。こ

の場合，すべての点が対角線上に並ぶ時，ジ、ニ係

数はゼロをとなり，基幹的農業従事者一人あたり

の事業費が均等になる。

また，ジニ係数は次の(2)式のように要因分解でき

る。

G = ~ Ok X Gk -・・・(2)

ただし，

1 :事業の数

Ok :農業農村整備事業費に占めるh事業費シェア

ek :k事業の擬ジニ係数

(2)式で， G (農業農村整備事業全体のジニ係

数)は，農業農村整備事業として行われている各

事業の全体に対する事業費シェアと擬ジニ係数を

掛け合わせ，それらを合計したものに等しくなる。

擬ジニ係数は，各事業の分布を全体のジニ係数の

分布順に並び変えて，形式的にジニ係数を計測し

たものである。本論文の場合，農業農村整備事業

全体のジニ係数を事業種で分解する。

(2)式から，農業農村整備事業全体のジニ係数の

要因として，どの事業が大きな貢献度を示してい

るかを擬ジニ係数と事業費シェアから分析するこ

とができる。擬ジニ係数が大きく，また事業費

シェアも大きい事業ほど，農業農村整備事業全体

のジニ係数に対する貢献度が大きくなる。つまり，

どの事業がどの程度，地域間投資格差に寄与して

いるかを分析できる。

このように，地域間投資格差の尺度としてジニ

係数を用いることにより，各地域において基幹的

農業従事者一人あたり事業費が均等な状態つまり，

ジニ係数がOとなる状態からどの程度離れている

かを分析できる。

(2) データ(註4) 

分析対象期間は，農業基本法の成立後からでき

表2 基幹的農業従事者数と各事業費とのジニ係数の計測結果 (単位:%) 

1.農業主産基盤整備 ll.農村整備 ill.農地等保全管理
時期区分 農業良村整備事業全体

①かんがい排水|②冊地総合開|③ほ場整備|④良地開発|⑤草地開発 ⑥農道 ⑦農村整舗閲晶 ③農地等保全管理

29.02 34.54 70.83 
第 l期 27.55 

56.70 34.54 70.83 

20.88 18.42 61.35 
第2期 19.32 

22日| 64.33 18.74 29.81 61. 35 

16.77 15.16 49.03 
第3期 16.06 

14開| 61.28 17.29 26.48 49.03 

14.30 14.19 45.541 
第4期 12.53 

ぬ 34) 45.541 56.55 13.45 

(註 1)時期区分は，第1期1963年-1968年の6年間，第2期1969年-1978年の10年間，第3期1979年-1984年の6年間，第4
期1985-1995年の11年間とする。

(註2)久保・北倉 [6Jにならい，各整備期を経た2年目(第 I期1970年，第2期1980年，第3期1986年，第4期1997年)を
完了時の状況とみなしジニ係数を計測した。

(註3)農村整備関係事業は，第l期に事業名として存在しない。
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表3 t疑ジ‘ニ係数の計測結果 (単位:%) 

擬ジニ係数
農業t~村整備事業全体

時期[正分 I.s業生産基盤整備 E 良付整備 皿.民地等保全~T理
ジニ係数

①かんがい排水|側地総合飾|③ほ場整備JG)民地開発|⑤袖開発 ⑤良道 ①民It整個阿部 ③民地等保全管理

28.97(92.5) ll. 01(7. 0) (-) -0.95(0.6) 
第I期 27.55 

35.82(必叶 8.3抑川 19臼06叶27.4制引I11幻 (8.8) 11.01(7.0) 一(ー) 0.95(0.6) 

20.81 (83.1) 11. 95(15. 7) 12.97(1.3) 
第2期 19.32 

IIお(24.9)L-19.39(~ 羽|ぉ 61(24 的 I 28.84~ 叶 45.9602.4) 10.45(14.1) 25.33(1.6) 12.970.3) 

16.44(78.1) 14.65(20.1) 15.250.8) 
第3期 16.06 

-5. SJ(J9ωI 29.3004叶 ω7(川 I46.2川叶 52削 4.1) 14.26(14.9) 15.75(5.2) 15.25(1.8) 

13.49(76.1) 9.14(21. 5) 12.64 (2. 5) 
第4期 12.53 

7.5仰叶 15.81“6引附( 8.8505.6) 9.90(5.9) 12.64(2.5) 

(註1)時期区分は，第 1期1963年-1968年の6年間.第2期1969年-1978年の10年間.第3期1979年-1984年の6年間.第4

期1985-1995年の11年間とする。

(註2)久保・北倉[6]にならい，各整備期を経た2年目(第1期1970年，第2期1980年，第3期1986年，第4期1997年)を

完了時の状況とみなしジニ係数を計測した。

(註3)農村整備関係事業は，第 l期に事業名として存在しない。

(註4) ( )は事業費シェア

るだけ直近までで，データ入手が可能な期間とし

た。具体的には北海道における農業農村整備事業

費 (1963年-1995年)の決算データである。

農業農村整備事業費は， 1995年度を基準とする

支出済費用換算係数で実質化した。

基幹的農業従事者数(註5)は，農林水産省

『北海道農林水産統計年報Jの支庁別数値である。
久保・北倉[6 ]に従い，各整備期を経た2年

目(第 1期1970年，第2期1980年，第3期1986年，

第4期1997年)を完了時の状況とみなし，ジニ係

数を計測した。

ジニ係数の推移をみる際の時期区分は，生産調

整なと守農業政策に沿った以下の区分とする。

第l期:1963年-1968年(1969年の稲作転換パ

イロット事業，1970年の米の生産調整緊急処置が

実施される前年まで)

第2期:1969年-1978年(1979年に牛乳需給調

整対策が実施される前年まで)

第3期:1979年-1984年(1985年より北海道畑

作物作付指標による甜菜，馬鈴薯，豆類，麦類の

北海道畑作基幹四品目を対象に畑作生産調整が実

施される前年まで)

第4期:1985年-1995年(第3期以降)

久保・北倉[6 ]は，北海道総合開発計画に

沿って時期区分を行っているが，本論文では，北

海道総合開発計画に沿って区分するよりも，農業

政策に合わせた区分が適当と考えた(註6)。北
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海道における農業農村整備事業は，北海道総合開

発計画(註7)に沿って実施されてきている。し

かし，農業政策や農産物需給状況などの要因に

よって，当初の計画通りに事業が実施されないこ

とも多いからである。

また，水田，畑作および畜産の地帯区分が概ね

支庁と合致すると仮定して，地域区分を支庁(石

狩・空知，後志， i度島・檎山，胆振・日高，上川，

留萌，宗谷，網走，十勝， ~II路・根室)を地域単

位とした。ただい北海道開発局の開発建設部ご

との事業費データを使用していることから，石狩

・空知，渡島・槍山，胆振・日高，根室・~I/路は

2支庁を統合のうえ I地域とし，その他の6支庁

を合わせた計10地域に区分し分析を行った。

農業農村整備事業は， 2.農業農村整備事業の

概要で述べた通り，大別して 3事業区分，細分化

して8事業区分の事業種に分類した。ジニ係数は，

各事業費と基幹的農業従事者数との関係で計測し

た(註8)。

4.分析結果

(1) ジニ係数の分析結果

表2は，農業農村整備事業の3事業区分と 8事

業区分の各期における基幹的農業従事者数と各事

業費によるジニ係数の推移である(註9)。農業

農村整備事業全体のジニ係数は，第 l期

(27.55%)から第4期 (12.53%)にかけて小さ
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くなっている。 3事業区分(農業生産基盤整備事

業，農村整備事業，農地等保全管理事業)のジニ

係数もいずれも第1期から第4期にかけて小さく

なっている。

8事業区分でみると，畑地帯総合整備事業，草

地開発事業，農地等保全管理事業のジニ係数は，

各期をとおして上位1位， 2位を占め，他事業と

比較して相対的に大きい。これらの事業は，受益

面積の大きさや農業地帯の特性に左右されやすい

事業であることから，地域間投資格差が大きく

なったものと推察される。農道整備事業，農村整

備関係事業のジニ係数は他事業と比較して相対的

に小さい。これらの事業は，どの地域でも広く実

施されている事業であることから，地域間の格差

が小さくなったものと推察される。

かんがい排水事業のジニ係数は，第 l期

(40.57%)から第2期 (22.56%)を経て，第3

期(14.99%)まで減少するが，第4期

(30.34%)に再び増加する。これは，第2期お

よび第3期において，減反などにより，水田地帯

に対するかんがい排水事業の投資が抑制されたた

め，地域間格差が縮小したものと推察される。第

4期(1980年代)に入り，第 l期の投資によって

整備された用排水施設などの耐用年数が満期を迎

えた。このため，更新事業(補修，改修など)が

必要となり，再び水田地帯にかんがい排水事業へ

の投資が増加したことによって，ジニ係数が増加

したものと推察される。

(2) ジニ係数の要因分解結果

表3は，擬ジニ係数の計測結果を事業費シェア

とともに示したものである。まず，事業費シェア

についてみると，農業生産基盤整備事業の全事業

に占めるシェアは，第 1期で9割 (92.5%)以上

を占めていたが，第4期 (76.1%)まで，全事業

に占めるシェアは減少し続けている。一方，農村

整備事業をみると，全事業に占めるシェアは第 l

期に l割未満 (7.0%)であったが，第4期には

2割 (21.5%)を超えるほどまでに増加している。

農地等保全管理事業については，全期を通して

シェアは小さいものの，第I期 (0.6%)から第

4期 (2.5%)にかけて増加し続けている。

次に，擬ジニ係数の推移をみる。 3事業区分で

みた農業生産基盤整備事業の擬ジニ係数は，第 l
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期 (28.97%)から第4期 (13.49%)にかけて滅

少している。しかし，農業生産基盤整備事業の構

成を8事業区分でみると，事業内容によって擬ジ

ニ係数の推移に差がみられる。すなわち，畑地帯

総合整備事業，農地開発事業，草地開発事業の擬

ジニ係数は，第3期に最も大きな値を示している

一方で，かんがい排水事業は第 l期に，ほ場整備

事業は第2期に最大値を示している。

ジニ係数の要因分解分析をみると(表4)，第

l期で地域間投資格差に最も大きく貢献している

のは，かんがい排水事業 (63.08%)であった。

しかし，第2期以降，かんがい排水事業の地域間

投資格差への貢献度は大きく低下している。第4

期で地域間投資格差に貢献している上位2事業は，

草地開発事業 (25.44%) と畑地帯総合整備事業

(23.47%)である。このような貢献度の上位2

事業を示すと，以下のとおりとなる。

第l期:かんがい排水事業 (63.08%)，農地開

発事業(18.86%)

第2期:ほ場整備事業 (33.02%)，草地開発事

業 (29.56%)

第3期:草地開発事業 (46.27%)，農地開発事

業 (31.55%)

第4期:草地開発事業 (25.44%)，畑地帯総合

整備事業 (23.47%)，

かんがい排水事業，ほ場整備事業は，稲作に関

係する事業，草地開発事業は，草地の造成，改良

を含み畜産と深く関係する事業，畑地帯総合整備

事業は，畑作に関係する事業である。すなわち，

第I期から第3期にかけて，稲作偏重の事業から，

畑作，畜産に資する事業へと事業内容が多様化し，

地域間投資格差も平準化しつつあることが確認さ

れる。

従来の研究との比較で，地域関投資格差が縮小

する傾向がみられた点では，久保・北倉 [6]と

同様の結果を得た。しかし，ジニ係数の要因分解

を行った結果，更新事業などにより，かんがい排

水事業の地域関投資格差が第4期で格差が拡大し

ている点，稲作偏重の事業から畑作，畜産に関係

が深い事業へ事業内容が多様化して地域間投資格

差も平準化している点などの新しい知見がえられ

たといえよう。
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表4 ジ、ニ係数の要因分解結果 (単位:%) 

l.民業生産基盤整備 E 農村整備 国 民地等保全管理
時期区分

①かんがい排水l②畑地帯総合整備l③ほ場整備 I o良地開発 l ⑤草地開発 @t'I道 ⑦農村整備関係 ③農地等保全管理|

97.24 2.78 -0.021 
第 11草l

ωω| 18鉛| 3.80 2.78 -0.02 

89.47 9.68 0.85 
第2期

15幻| 0.85 29.56 7.61 2.07 

79.93 18.36 1. 71 I 
第3期

-6ω| 46.27 13.25 5.11 

81.86 15.67 
第4期

17お| 25.44 11.00 4.67 

(註1)時期区分は，第 l 期1963年 ~1968年の 6 年間，第2 期1969年 ~1978年の 10年間，第 3 期1979年 ~1984年の 6 年間，第 4

期1985~1995年の11年間とする。

(註2)久保・北倉 [6Jにならい，各整備期を経た2年目(第1期1970年，第2期1980年，第3期1986年，第4期1997年)を
完了時の状況とみなしジニ係数を計測した。

(註3)農村整備関係事業は，第 l期に事業名として存在しない。

5.結論

本論文の課題は，北海道における農業農村整備

事業の地域関投資格差を分析することであった。

具体的には，地域間において，どのように事業費

が使われたかという点に注目し，ジニ係数を要因

分解することによって分析を試みた。

事業費と基幹的農業従事者数等との地域分布か

らジニ係数を計測し，さらに，ジニ係数を要因分

解した結果，次の 3点が明らかになった。

①農業農村整備事業全体の地域間投資格差は小

さくなっている。

②畑地帝総合整備事業，草地開発事業，農地等

保全管理事業の地域関投資格差は大きく，農道整

備事業，農村整備関係事業の地域間投資格差は小

さい傾向にある。

③稲作偏重の事業から畑作，畜産に関係の深い

事業へ事業内容が多様化し，地域間投資格差も平

準化する傾向にある。

なお，本稿の分析は，北海道で行われた農業農

村整備事業の地域間投資格差分析(つまり，地域

間でどの事業がどれだけ行われたかという点)に

とどまっており，これらの投資が生産性向上など

に対してどのような効果をもっているかという分

析には至っていない。この点に関しては，稿を改

めて分析したい。

註

(註1)久保・北倉[6 ]は，農業基盤整備事業の効
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用として，潜在生産力の形成および定住性確保を

事業効呆計測の視点としている。

(註2)図 1から図3のデータについては，次の 3.

分析方法とデータで詳細を述べる。

(註3)久保北倉 [6]は，所得や富がどの程度不

平等に分布しているかを示す尺度として使用され

るジニ係数を用いて，農業基盤整備事業の潜在生

産力の形成および定住性確保の事業効果計測を

行っている。本稿もこのアプローチに従う o

(註4)データは，北倉 [5]。農業農村整備関連の公

共投資としては，国営事業，補助事業および公団

営事業のほか，一般非補助事業，地方単独事業が

存在するが，本稿のデータはこれら一般非補助事

業，地方単独事業分を含んでいない。なお本稿に

おけるデータ上の限界は，①農業生産基盤整備事

業の中に，生活環境整備に関係する事業が多く含

まれ，農業生産基盤整備事業ストックが過剰に推

計されている可能性がある点，②更新事業と新規

事業の分類を行っていない点などである。

(註5)1970年の基幹的農業従事者数は，農林水産省

f農業センサスjより，就業状態別世帯員で，自
家農業だけに従事した人と，自家農業とその他の

仕事に従事した人の内，自家農業が主の男女合計

値を用いた。

(註6)なお，北海道総合開発計画に沿った区分でも

ジニ係数の計測を行ったが，推移に大きな違いは

みられなかった。

(註7)北海道総合開発計画は，第 1期(第I次5ヵ

年1952年 ~1956年，第 2 次 5 ヵ年1958年 -1962年)，

第 2 期(1963年 -1970年)，第 3 期 (1971年 ~1980

年オイルショックなどの影響のため1978年で打ち

切り)，第4期(1978年-1987年)，第5期 (1988
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年-1997年)となっている。

(註8)なお，本稿でも久保・北倉 [6]同様に，粗

生産額，耕地面積，農家戸数，農家人口のジニ係

数も計測した。しかし，計測結果に大きな違いは

みられなかったため，基幹的農業従事者数のジニ

係数推移のみ示すことにする。よって，基幹的農

業従事者数が最も重要と考えているわけではない

点、に注意されたい。

(註9)ローレンツ曲線の交差についても，ほとんど

問題ないことが確認されている。
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